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監 査 委 員 公 表

島根県監査委員公表第８号

地方自治法第199条第２項の規定により実施した平成22年度行政監査の結果に関する報告に基づき講じた措置につい

て、島根県知事から通知があったので、同条第12項の規定により次のとおり公表する。

平成23年11月１日

島根県監査委員 田 中 八洲男

同 石 原 真 一

同 法 正 良 一

同 山 川 博 司

平成22年度行政監査結果に基づき講じた措置の内容

意 見 処理方針・措置状況

１ 計画的な試験研究機器の購入及び更新につ １ 計画的な試験研究機器の購入及び更新につ

いて いて

監 査 実 施 機 関 の 中 に は 、 組 織 再 編 、 施 設 の （中山間地域研究センター）

移 転 整 備 等 の 過 程 で 、 試 験 研 究 機 器 の 集 中 導 所管部局：地域振興部

入 等 が 行 わ れ 、 今 後 こ れ ら の 機 器 の 更 新 需 要 厳しい財政運営の中で、新たな機器の購入

も 想 定 さ れ る と こ ろ で あ る 。 し か し な が ら 、 や一律の更新は相当困難な状況にあることか

近 年 の 厳 し い 財 政 運 営 の 中 で は 、 新 た な 機 器 ら、効率的に機器を整備するため更新計画を

導入や一律の更新は相当困難な状況にある。 定め、機器を購入する際はセンターに試験研

つ い て は 、 機 器 の 購 入 及 び 更 新 に あ た っ て 究機器選定等委員会を設置して、その中で、

は 、 今 後 の 研 究 課 題 と の 関 連 、 リ ー ス 機 器 と 購入計画、リース契約との比較、外部委託の

の 比 較 、 外 部 委 託 、 他 の 研 究 機 関 と の 共 同 利 検討、他機関との共同又は相互利用の検討及

用 ・ 相 互 利 用 の 可 能 性 な ど 多 角 的 に 検 討 し 、 び外部開放など購入後の活用方法も含めて検

計画的に購入、更新していく必要がある。 討することとしている。

そ の 際 は 、 国 や 各 団 体 の 外 部 資 金 の 導 入 に （保健環境科学研究所）

ついても十分検討しておく必要がある。 所管部局：健康福祉部

試験研究機器の購入や更新にあたっては、

従 前 か ら 計 画 的 に 行 っ て き た と こ ろ で あ る

が、今後は、業務上の必要性やリース機器と

の比較等をより多角的に検討し、計画的に購

入や更新を図ることとした。

（農業技術センター）

（畜産技術センター）

（水産技術センター）

所管部局：農林水産部

使用頻度が高く、汎用性の高い機器につい

ては、更新計画を策定し、適切に更新・運用

を行うよう努める。

特 殊 用 途 の 機 器 や 、 高 額 な 機 器 に つ い て

は、リースでの導入も含めて検討し、負担軽
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減と適切な運用に努める。

（産業技術センター）

所管部局：商工労働部

試験研究機器に係る整備計画の策定と実施に

ついては、以下のとおりである。

⑴ 整備計画の策定

購入後 10年以上を経過し老朽化の目立つ

機器や、新たな県内産業のニーズに対応す

るため計画的な機器の更新が必要なところ

である。

そのため、平成 22年度に向こう５カ年を

目処に下記の点に留意した機器更新計画を

策定したところである。

○更新の対象

・故障等の問題があり、今後５年間で更

新が必要な機器。

・依頼試験が 30件以上または機器開放が

30時間以上のもの。

・研究開発業務または技術指導業務で使

用頻度が高いもの。

⑵ 整備計画の実施

上記の整備計画に基づき、Ｈ 23年度に地

域活性化交付金を活用し 23台の機器整備を

予定している。

２ 機種選定にあたっての取扱いについて ２ 機種選定にあたっての取扱いについて

機 器 の 購 入 及 び 更 新 に あ た っ て は 、 同 等 機 （中山間地域研究センター）

種 と の 比 較 、 保 守 管 理 料 ・ 材 料 費 等 導 入 後 の 所管部局：地域振興部

維 持 管 理 費 は も と よ り 、 導 入 後 の 使 用 頻 度 や 試験研究機器選定等委員会を設置し、その

研 究 テ ー マ 終 了 後 の 活 用 方 法 な ど の 検 討 が 重 中で、「同等機種との比較」、「保守管理料

要 で あ る 。 そ の た め に は 、 機 種 選 定 組 織 の 設 や材料費等導入後の維持管理」、「導入後の

置 や 機 種 選 定 基 準 の 作 成 あ る い は 見 直 し を 行 使用頻度」や「研究テーマの終了後の活用方

い 、 公 正 な 選 定 と 取 得 後 の 効 率 的 な 使 用 に 資 法」も含めて検討を行う。

する必要がある。 （保健環境科学研究所）

所管部局：健康福祉部

機種選定にあたっては、保健環境科学研究

所購入備品機種等選定委員会において審議の

上決定しているが、公正な選定と取得後の効

率的な使用に資するため、当該委員会におい

てより慎重に審議を行うこととした。

（農業技術センター）

（畜産技術センター）
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（水産技術センター）

所管部局：農林水産部

農業技術センターでは機種選定委員会を設

置しているが、今後は、能力、使用方法、保

守管理、他の研究テーマでの利用など更に多

角的に検討を加えた上で、慎重かつ合理的な

機種選定に努めたい。

畜産技術センター及び水産技術センターに

おいては、現時点では、今年度は機器の購入

予定がないため、機種選定委員会を設置して

いないが、今後、購入に併せるなどして、所

長 、 部 長 、 科 長 等 に よ る 選 定 委 員 会 を 設 置

し、能力、使用方法、保守管理、他の研究テ

ーマでの利用等など更に多角的に検討を加え

た上で、慎重かつ合理的な機種選定に努めた

い。

（産業技術センター）

所管部局：商工労働部

機種選定の際の機種選定組織及びその基準

については、「島根県産業技術センター試験

研究機器選定等委員会設置要綱」に基づき、

複数機種による比較や購入後の保守管理等を

考慮し、購入機器の仕様を委員会で審査した

上で、原則として一般競争入札により選定・

購入している。

３ 備品管理について ３ 備品管理について

備 品 管 理 に つ い て は 、 次 の 点 に 留 意 し て 取

り組まれたい。

（出納局） （出納局）

⑴ 「一式備品」の管理について ⑴ 「一式備品」の管理について

複 数 の 機 器 で 構 成 さ れ る 高 額 機 器 に つ い 「一式備品」に係る重要物品整理票の記

て は 、 会 計 規 則 に お い て は 備 品 登 録 上 「 一 載方法及び物品証票のあり方については、

式 」 の み で 、 機 器 の 明 細 の 記 載 や 物 品 証 票 従来から会計規則第 93条及び同運用通知に

の 貼 付 枚 数 の 定 め は な い 。 そ の た め 、 監 査 基づき、備品等を受け入れたときは、物品

実 施 機 関 に お い て も 重 要 物 品 整 理 票 に お い 証票をはり付けなければならず、物品証票

て 、 構 成 備 品 の 明 細 が 記 載 さ れ て い な い も を は り 付 け る こ と が 困 難 な も の に あ っ て

の や 物 品 証 票 の 貼 付 が 「 一 式 備 品 」 の 主 要 も、その品質に適した方法により当該証票

機 器 １ 点 の み と な っ て い る も の が 見 受 け ら と同様の事項を表示するよう努めることと

れた。 している。

つ い て は 、 「 一 式 備 品 」 の 構 成 機 器 の 適 また、会計事務質疑応答集において、物

正 な 管 理 の た め に 、 重 要 物 品 整 理 票 の 記 載 品を一括して取得した場合の物品整理票等
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の 方 法 及 び 物 品 証 票 の あ り 方 に つ い て 検 討 の記載の仕方について示している。

する必要がある。 これらの取扱いについて周知徹底を図る

ため、以下のとおり研修会等で指導を行う

とともに、各所属長あてに通知を行った。

＜指導内容＞

○重要物品整理票の記載方法について、構成

備品が多いため整理票に記載できない場合

は、別途内訳書を作成して、当該整理票に

貼付すること。

○物品証票の貼付について、主要機器だけで

なく貼付ができる付属機器類にも貼付する

こと。

⑵ 備品の保守管理について ⑵ 備品の保守管理について

高 額 機 器 備 品 の 中 に は 、 試 験 研 究 課 題 の 保守管理の必要な重要物品については、

終 了 や 使 用 頻 度 の 減 少 等 に と も な っ て 、 使 保守管理履歴を重要物品整理票の備考欄に

用 状 況 の 把 握 や 保 守 点 検 、 整 備 が 行 わ れ て 記載することとし、重要物品の保守管理に

い な か っ た 機 器 も 見 受 け ら れ た と こ ろ で あ ついて、各所属長あてに通知を行った。

る。 ＜内容＞

つ い て は 、 特 に 保 全 管 理 を す る 上 で 必 要 ○保守管理の必要な重要物品についてはその

な 機 器 等 に つ い て は 、 機 器 の 使 用 状 況 や 保 旨を重要物品整理票の備考欄に記載し、別

守 点 検 、 修 繕 履 歴 な ど の 諸 記 録 の 整 理 方 法 途保守管理履歴等の諸記録を保管し適切な

等 に つ い て 検 討 し 、 適 切 な 機 器 の 管 理 に 努 管理に努めること。

める必要がある。

４ 機器の有効活用について ４ 機器の有効活用について

高 額 機 器 に つ い て 、 相 互 利 用 や 外 部 開 放 が （中山間地域研究センター）

不 十 分 な も の が 見 受 け ら れ る の で 、 所 有 機 器 所管部局：地域振興部

の デ ー タ ベ ー ス 化 に よ り 機 器 情 報 を 公 開 す る ⑴ 機器の相互利用について

と と も に 、 一 層 の 有 効 活 用 に 向 け 、 以 下 の 事 試験研究機器選定等委員会の中で、各機

項に取り組まれたい。 関 と 情 報 を 共 有 し 、 相 互 利 用 の 検 討 を 行

⑴ 機器の相互利用について う。

各 機 関 と 情 報 を 共 有 し 、 県 内 の 各 機 関 は ⑵ 機器の外部開放について

も と よ り 、 国 そ の 他 の 研 究 機 関 や 中 国 ５ 県 島根県中山間地域研究センター条例及び

で の 研 究 機 関 機 器 等 の 相 互 利 用 協 定 の 活 用 同施行規則により機器を開放しているとこ

等 も 併 せ て 、 相 互 利 用 を 検 討 す る 必 要 が あ ろであり、ホームページでの周知や広報に

る。 一層努める。

⑵ 機器の外部開放について （保健環境科学研究所）

機 器 の 外 部 開 放 に つ い て は 、 機 器 名 と 使 所管部局：健康福祉部

用 料 を 条 例 又 は 施 行 規 則 で 定 め て い る が 、 保健環境科学研究所の備品は通常業務に用い

利 用 実 績 が 低 い 機 器 も 見 ら れ る の で 、 民 間 る試験検査用機器のほか、原子力緊急時や健康
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ニ ー ズ の 動 向 を 踏 ま え る と と も に 、 よ り 一 危機管理などに対処するために配備しているも

層周知、広報に努める必要がある。 のであるため、外部開放は実施しておらず、今

後も実施する予定はない。

機器の相互利用ができるものについては、県

内や中国５県の試験研究機関等との相互利用の

推進を検討することとした。

（農業技術センター）

（畜産技術センター）

（水産技術センター）

所管部局：農林水産部

⑴ 機器の相互利用について

保 有 す る 機 器 の 情 報 開 示 を 行 う と と も

に、他の研究機関の機器保有情報を得なが

ら、可能なものについては、相互利用を図

っていきたい。

⑵ 機器の外部開放について

各試験研究機関においては機器の外部開

放はしていなかったが、現在、開放に向け

準備を進めている。既に新たに開放の対象

とする機器の選定は済んでおり、貸付料の

算定や規則の新設などの準備を進めつつ、

今後早期施行を目指して関係課と協議を行

っている。協議が整い、準備が完了した段

階で、規則の施行に併せて、周知、広報に

努めていきたい。

（産業技術センター）

所管部局：商工労働部

⑴ 機器の相互利用について

中国５県の公設試験研究機関において相

互利用の協定を平成 16年度に締結し実施し

ている。

併せて、共同研究等に基づく大学、企業

等による機器利用もなされている。

⑵ 機器の外部開放について

外部への機器開放については、島根県産

業技術センター条例及び同施行規則により

約 250点 の 機 器 を 開 放 し て い る と こ ろ で あ

る。

平 成 22年 度 で 703件 の 利 用 実 績 が あ っ た

ところである。
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なお、開放対象の機器については、産業

技術センターのホームページで周知してい

るところであるが、今後とも県内企業に対

して積極的に情報提供を継続していく。

５ 機器の適切な管理・処分について ５ 機器の適切な管理・処分について

監査実施機関において、取得金額 500万円以 （政策企画局、出納局）

上 の 機 器 の う ち 平 成 21年 度 中 に １ 日 も 使 用 さ ⑴ 指摘を受けた機器に関する調査結果

れ な か っ た も の が 全 体 の 24％ を 占 め 、 そ の 主 監査で指摘を受けた監査対象年度（平成

な 理 由 は 、 研 究 が 終 了 し 現 在 研 究 テ ー マ が な 21年度）の使用日数が「０」のもの（ 91機

い も の 及 び 老 朽 化 等 に よ る 使 用 不 能 な も の で 器）はもとより、使用日数が「 10日未満」

あった。 の も の （ 3 4機 器 ） （ 購 入 金 額 5 0 0万 円 以

こ れ ら の 機 器 に つ い て は 、 今 後 の 利 用 の 可 上）すべてについて、

能 性 を 再 度 検 討 し 、 使 用 見 込 み の な い 機 器 に ①購入の妥当性

つ い て は 、 他 用 途 で の 活 用 、 売 却 、 廃 棄 な ②利用されていない理由

ど、適時適切な処分に努める必要がある。 ③今後の利用の可能性

④処分の適当性

等に関する現地調査を実施したが、その結

果は下記のとおりであり、特に問題となる

ものはなかった。

① 購入の妥当性

汎用性のない試験研究機器がほとん

どで購入以外の方法では調達できなか

った。

② 利用されていない理由

購入時から長期間使用し、老朽化に

よるものがほとんどであり、購入当初

の目的は十分達成している。

また、使用日数が極めて少ないもの

の中には、防災機器など災害発生時に

しか使用されないものなどもある。

③ 今後の利用の可能性

平成 21年度は研究中断等により、使

用がなかったものの、今後使用が再開

される機器が数多く含まれている。

④ 処分の適当性

これら老朽化した機器の中には、売

却収入を確保することが困難な反面、

重量のある機器などは処分自体に極め

て多額の経費を要するものもある。

⑵ 今後の対応

例えば、建物に据え付けられていること

などにより、廃棄等に莫大な経費を要する
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ことから、当面処分を見送らざるを得ない

もの、或いは、今後、研究テーマとして見

込まれるものなど、当面保管が適当と認め

られる場合の取り扱いについて、その範囲

を明確にするとともに、統一的な運用を行

う た め 、 機 器 の 適 切 な 管 理 ・ 処 分 に つ い

て、次のとおり取り扱うこととし、各所属

長あてに通知を行った。

＜内容＞

○老朽化機器について、廃棄等の処分を行わ

ず当面保管する場合は、その理由及び保管

場所を重要物品整理票の備考欄に記載する

こと。

○当面保管すると判断した重要物品について

は、今後「物品出納計算書」の重要物品の

内訳書備考欄に、保管と記載すること。

【当面保管が適当と判断される例】

・研究機器等で、今後の要請により再度活用

されることが見込まれるもの

・廃棄等に莫大な経費がかかることから、現

時点における処分を見送らざるを得ないも

の

島根県監査委員公表第９号

地方自治法（昭和22年法律第67号）第252条の38第６項の規定により、島根県知事及び島根県教育委員会委員長から平

成22年度包括外部監査の結果に基づき講じた措置について通知があったので、同項の規定により次のとおり公表する。

平成23年11月１日

島根県監査委員 田 中 八洲男

同 石 原 真 一

同 法 正 良 一

同 山 川 博 司

平成22年度 包括外部監査結果報告書における指摘事項・意見について

１ 包括外部監査の特定事件

ヒューマンリソースの育成及び評価並びにそれらの双方向性について

２ 包括外部監査の結果に基づく措置等

次のとおり

項目 内容 措置状況を求める部局長（課、室）委員会等

Ⅰ ヒューマンリソースの育成

⑴ 知事部局自治研修所における研修実施実績について （自治研修所）

選択研修計画時における定員数と修了者数実数の比率 研修名に研修の内容をわかりやすく表現した副題

について検討を行ったところ、達成割合が50％を下回る を付けることにより受講者の受講意欲を喚起すると
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ものが散見された。達成割合が低いものに関しては、人 ともに、研修内容に関係すると思われる職場に対し

財育成における研修の重要性、そして、限られた行政資 ては、個別に情報提供を行うことにより、職員の受

源の有効活用の観点から、研修内容の見直しにおかれて 講を促すこととした。これらの取り組みにより、平

は関連部署との双方向的なコミュニケーションや連携を 成23年度上期（４月～９月）実施の研修について

深めさらなる研修内容の充実を目指されたい。 は、受講申込受付期間中のものも含めて、定員数と

修了者数（実施前のものについては申込者数）の比

率が、すべて50％を上回っており、引き続き研修内

容の充実を図り、受講率の向上に努めていく。

⑵ 自治研修所における選択研修フォローアップアンケー

トについて （自治研修所）

アンケートへの積極的な参加を促されることで、研修 平成21年度に実施した選択研修フォローアップア

計画策定者側と研修受講者側でのより一層のコミュニケ ンケートは受講者に対して任意に協力を求める形で

ーションを深められ、さらなる研修内容の充実に努めら のアンケートであったが、平成23年度に実施するア

れたい。 ンケートは研修終了時に各受講者に調査票を配付

し、回答を義務づける形に改善した。

⑶ 自治研修所及び島根県教育センターの施設稼働率・利

用状況について （自治研修所）

維持管理費用は固定的コストである性格が強く、また 当所所管の諸室（研修室及び講堂）について、他

今後は施設老朽化による設備取替などの新たなコストが 所属にも広く利用を開放することとし、チームウェ

発生することも考えられることから、関連部署間での緊 ア（県内部のグループウェア）の「設備予約」に登

密なコミュニケーションによりさらなる施設の有効利用 録することにより施設概要等を広く周知し、利用希

に努められたい。 望に応えることで、施設の有効利用を図った。

（教育庁総務課）

島根県教育センター所管の研修室等について、チ

ームウエア（県内部のグループウェア）の「設備予

約」に登録することにより、所内及び他所属の職員

に、施設の概要（収容人数、部屋のイメージ等）や

予約状況を随時閲覧可能にし、併せて、予約を簡易

かつ迅速に行うことができるようにすることで利便

性を高め、施設の有効活用を図った。

Ⅱ ヒューマンリソースの評価

⑴ 島根県人事評価制度について

① 人事評価制度の運用状況について （人事課）

現行の人事評価制度は平成17年度上期から管理職に 人材育成の重要なツールとして積極的に活用して

対する運用が開始され、一般職への適用は平成21年度 いるところであり、考課者訓練等により評価の公平

下期から開始されている。人事評価アンケート（平成2 性の確保に努めるなど、確実な制度運用を図ってい

1年度実施）では、人事評価制度の周知及び公平性の確 く。

保に向けては改善の余地が残されているという見方が

できる結果となっている。一般職への正式適用は平成
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21年度下期からであるという事情はあるが平成17年度

下期からの試行運用を踏まえたものである。地方公務

員法第40条の規定により、職員の執務について定期的

な勤務評定を行いその評定の結果に応じた措置を講じ

なければならないとされているため人事評価制度の確

実な運用の徹底に努められたい。

② 人事評価制度アンケートの回収率について 次回アンケートを実施する際には、アンケートの

人事評価アンケート（平成21年度実施）は人事評価制 目的・活用方法の明確化を図り、回答しやすい内容

度の運営実態等の検証を行い、現行制度をよりよいもの ・様式となるように十分に検討した上で実施する。

とすることを目的として実施されているが、その回収率 また、回収率の向上を図るため、人事評価の実施に

は教育委員会における教職員評価システムに関するアン 併せて回収するなど実施方法を工夫する。

ケート（平成21年度実施）の回収率との比較において著

しく低い結果に終わっている。今回のアンケートにおい

ては制度運用の改善に資する意見や提案も行われてお

り、今後のアンケート実施におかれては、アンケート調

査実施の趣旨に鑑み回収率の向上に取り組まれたい。

⑵ 島根県教職員評価制度

① 島根県教職員評価制度による人事評価の処遇等への

活用について （教育庁高校教育課）

●島根県教職員評価制度の導入から既に５年が経過 学校現場の実態を踏まえた評価結果の処遇等への

しており、評価システムの周知や公正性の確保は 活用については、教育庁内にワーキンググループを

一定程度達成されているという見方ができる。知 設け、その活用の在り方について、様々な視点から

事部局における人事評価の処遇制度への反映の状 の検討に着手する。

況を踏まえながら、教育職員においても学校現場 （検討課題の例）

の実態に応じた評価結果の処遇等への活用のあり ○知事部局における人事評価の処遇制度への反映の

方の検討に着手されたい。 状況について

○教育現場の実態に応じた評価結果の活用の在り方

について

○教職員のモチベーションの向上にむけた、評価結

果の活用の在り方について

○評価制度の公平性の確保について

ワーキンググループの検討結果を原案として、学

校・教育委員会・教職員組合の各関係者からなる

「評価制度研究会議」の場において、さらに検討

する予定である。

Ⅲ 働く環境の整備

⑴ 健康の保持増進のための環境整備 （人事課、教育庁福利課）

●労働安全衛生法第66条によれば、事業主は常時使 今後も引き続き、受診率100％を目指し、受診の呼

用する労働者に対して、１年以内ごとに１回、定 びかけや未受診者についての受診勧奨を徹底する。

期的に医師による健康診断を実施することが義務 （参考）定期健康診断受診率
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付けられている。県職員の定期健康診断の受診率 ※知事部局

は100％に満たないため引き続き改善に努められた Ｈ20－95.1％

い。 Ｈ21－96.9％

Ｈ22－97.9％

※教育庁

Ｈ20－99.5％

Ｈ21－99.8％

Ｈ22－99.8％

（人事課）

●部課間、個人間により時間外勤務或いは在校時間 業務量を総合的に見ながら判断しているが、引き

または有給休暇消化状況に差異が認められる。人 続き各職場の状況を踏まえ適正な配置に努める。

的資源配分をより適正化することに引き続き努め

られたい。

（教育庁高校教育課）

●県立学校における教育職員の在校時間や有給休暇 教育委員会、学校現場それぞれで取り組むべき事

消化の状況の把握と管理は各学校に委ねられてい 項を整理し、「教育職員勤務時間適正化プラン（ガ

る。教育委員会においても学校現場に応じた管理 イドライン）」を策定してまとめ、教育委員会と学

の手法を検討されたい。 校現場が一体となって、教育職員の勤務負担軽減に

取り組む。

◎適正化プランの項目例

⑴ 校務・業務の効率化やＩＣＴ化の推進

（Ｈ24に向け教職員用ネットワークの再整

備）

・各職員に貸与したパソコンでインターネッ

トが利用可能

・グループウェアを導入し、メール・掲示板

が利用可能

・ネットワーク利用による学校への調査

・照会等の事務負担の軽減

・平成25年度以降において学籍管理や成績処

理などの電子化・システム化を検討

⑵ 学校行事・事業等の点検

（会議・行事の再点検、部活動、平日勤務時

間外の補習）

⑶ 年次有給休暇等の取得の促進

（年間を通した取得計画の作成、数値目標の

設定）

⑷ 勤務環境の整備

（ノー残業デー等）

⑸ 心身の健康の保持増進

（総括衛生委員会の設置）

各学校から取組結果についての報告を求め、教育
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委員会で状況を把握し、改善すべき学校については

指導する。

⑵ 男女がともに能力を発揮できる職場環境の整備 ＜知事部局＞

＜知事部局及び教育委員会＞ （人事課）

●島根県人材育成基本方針によれば、性別による固定 県が平成23年５月に策定した「第２次男女共同参

的な職務分担意識を改め男女が対等なパートナーと 画計画」では、県の政策や方針の決定過程に男女双

して、政策・方針の立案及び決定に参画し、共に責 方の意見を取り入れるため、県の審議会等への女性

任を担う職場づくりを進める方向性が示されてい の参画や女性職員の登用に努めることとしている。

る。職員の男女比率と管理職の男女比率をみる限り この計画では、「県職員の管理職に占める女性の割

においては、現状においては必ずしもこの方向性が 合」を、現在の5.2パーセントから平成27年度には

実現されていない面がある。近年、新規採用者にお 7.0パーセントとすることを目標に掲げており、政策

ける女性の割合は増加の傾向にあり、引き続き男女 ・方針決定過程への男女共同参画の推進に努めてい

の公平な処遇の推進に努められたい。 るところである。

＜教育委員会＞

（教育庁高校教育課）

県立学校の管理職に占める女性の割合は、現在8.3

パーセントであるが、各学校における女性教職員の

部長・主任等への登用、教育委員会事務局職員等へ

の女性の積極的配置、県の教科リーダー教員や国等

の長期研修参加者への女性の推薦等により、女性教

職員に対するキャリア育成に努めるなど、今後も島

根県男女共同参画計画に基づき適切に対応してい

く。

（人事課）

●育児休業等対象者のうち取得者の割合は、女性に比して男 「子育てしやすい職場づくり推進計画」（島根県

性は極めて少ない。平成19年に国の「仕事と生活の調和推 特定事業主行動計画）の実施状況把握のための各所

進官民トップ会議」により策定された「仕事と生活の調和 属へのアンケート調査結果を踏まえて、今後の対策

（ワークライフバランス）憲章」で2017年の男性の育児休 や計画の見直しに反映させる。また、総務事務シス

業取得率の数値目標は10％とされているが、男性の育児を テムの導入に併せて、職員が各自のパソコンから、

特別視しない職場風土の改善など、育児休業を取得しやす 簡易に育児休業の制度情報を入手したり、取得手続

い環境の整備に引き続き努められたい。 きをできるようにするなどにより、引き続き育児休

業を取得しやすい職場環境の整備に取り組んでい

く。

（教育庁総務課・高校教育課）

男性の育児休業制度について、各所属に対し通知

を行うとともに、県立学校校長会等の機会を捉え、

取得促進の環境整備のため、制度の周知を図ってい

く。

（人事課）

●介護休暇の取得実績が極めて少数にとどまっている。ワー 要介護者を家族に持つ職員の意見を聴取するなど

クライフバランスの立場に立ち職員への制度の周知を行う により、介護休暇を取得しやすい職場環境のあり方
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とともに、引き続き介護休暇を取得しやすい職場環境の整 について検討を行う。また、総務事務システムの導

備に取り組まれたい。 入に併せて、職員が各自のパソコンから、簡易に介

護休暇の制度情報を入手したり、取得手続きをでき

るようにするなどにより、引き続き介護休暇を取得

しやすい職場環境の整備に取り組んでいく。

（教育庁総務課・高校教育課）

要介護者を抱える職員から意見を聞くなど、介護

休暇をより取得しやすい職場の環境づくりについて

検討を行うとともに、県立学校校長会等の機会を捉

え、取得しやすい職場環境整備のため、制度の周知

を図っていく。

Ⅳ 働く環境の整備（知事部局及び教育委員会における職員

宿舎の入居状況と住居手当の支給状況について）

⑴ 平成21年度行政監査の結果に関する報告に関連して （管財課）

●現状における県の財政状況に鑑み、引き続き職員宿舎 他部局職員との相互入居の調整や宿舎自体を他部

の有効利用に努められたい。 局へ移管するなど、有効利用に努めた結果、平成23

年度の知事部局の職員宿舎入居率は89.3％と対前年

比3.9ポイントの増となっている。

※県職員宿舎の入居率の推移

（住宅事情実態調査より：各年度５月１日現在）

年度 入居率（％）

21 84.4

22 85.4

23 89.3

（教育庁福利課）

今後も他部局職員との相互入居調整を行い、教職

員宿舎の有効利用に努めたい。

※教職員宿舎の入居率の推移

Ｈ21（６月時点） 73.3％

Ｈ22（７月時点） 74.4％

Ｈ23（７月時点） 75.0％

Ⅴ 働く環境の整備（県職員のＩＣＴ環境について）

⑴ ＩＣＴ環境整備状況について （教育庁高校教育課）

●情報の共有化による業務連携と内部事務の迅速化を図 現在、県立学校の教育職員には校務用パソコンが

り、無駄のない効率的な行政システムを構築するため 各自１台ずつ配備されてはいるが、インターネット

に、県立学校教育職員用のネットワークの最適化の実 等に接続されておらず、インターネット等を利用す

現を図られたい。 る場合は、各自のパソコンとは別の共用パソコンを

利用して情報収集や電子メールの利用を行ってい

た。

平成24年度には、教職員の業務能率の改善などの

ため、「新教職員ネットワーク」を整備することと
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し、平成23年度はこれに向けてネットワークの現状

調査を実施している。

「新教職員ネットワーク」では、各県立学校の各

教育職員のパソコンを全県域のＷＡＮ（行政ネット

ワーク）に接続し、行政ネットワーク上の共用ファ

イルサーバ、島根県教育用ポータルサイト、電子メ

ール・スケジューラ等のグループウェア機能などの

ネットワーク上の共通的システムの利用を可能とす

ることで、業務の効率化を図ることとしている。さ

らに、この取り組みにより、全庁的なネットワーク

基盤の共有化、ネットワーク上の全庁共通的システ

ムの効率的利用はもちろん、各コンピュータの自動

的なリモート保守（ＯＳ・ウィルス対策ソフト等の

自動アップデート）や認証機能の強化（ハードウェ

ア認証及びユーザＩＤ・パスワードによる認証）等

を通じて、セキュリティ対策の格段の強化、保守管

理業務の縮小も可能となる。

⑵ ICT環境整備に係る調達コストについて

●教育職員用パーソナルコンピュータ調達における契約 （教育庁高校教育課）

方法、積算方法等については知事部局及び教育委員会 監査における指摘を踏まえ、教職員用パソコンの

での情報交換を深めることで、より合理的な調達を図 調達方法を検討し、平成23年度において、保守管理

られたい。 のあり方を含め、知事部局と調整を行い、知事部局

分と教育委員会分を併せて調達した。今回の調達に

おいては、一括調達と機種の統一等により、コスト

ダウンに併せ、障害対応等の負荷軽減、セキュリテ

ィ対策の強化も図ることができることとなった。

なお、次回以降の更新においても、知事部局と適

切な情報交換を行い、合理的な調達に努める。

⑶ 教育職員用のパーソナルコンピュータ代替機について （教育庁高校教育課）

●目的に合った代替機の貸し出しを行い、効率的、経済 現在、教育職員用のパソコンについては、教育委

的な代替機運用に努められたい。 員会において調達し、運用しているが、平成23年度

●納入業者側で保管されるパーソナルコンピュータ代替 における更新については、知事部局と一括して調達

機について、検品後においても定期的な現物確認を行 を行った。

うなど適正な管理に努められたい。 これに伴い、代替機についても、機種等を統一

し、知事部局と共同で確保・運用することとした。

代替機の必要数については、知事部局、教育委員

会等における故障時貸出件数、講演会等におけるプ

レゼンテーション用貸出件数など、過去の運用実態

を踏まえるとともに、一定の安全率を織り込むこと

により適切に算出し、過不足無く確保することとし
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ている。

また、貸出運用にあたっては、知事部局及び教育

委員会の代替パソコン貸出規程に基づき、適切な貸

出・回収に努める。

なお、貸出や、回収、回収後の初期化などの業務

については、知事部局において、担当職員の管理・

監督のもとに委託により一元的に行うこととしてい

る。これにより、今後、現物確認を含めて、適切な

現物管理を行うことができるものと認識している。
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